
 
 
 

 

 

平成１９年に制定された地域公共交通活性化再生法については、制定後１０年を迎え、地域公共交通を

めぐる環境は自動車運送分野を中心に大きく変化しつつあります。 

このため、地域公共交通の活性化・再生について、今後１０年を見据えた中長期な視野から考えられる

取組の方向性について、様々な観点から議論を行うため、昨年６月に「地域公共交通の活性化及び再生の

将来像を考える懇談会」を設置し、８回にわたって議論を深めてまいりました。 

とりまとめて頂いた提言では、地域公共交通の活性化・再生に向けた今後の方向性として、交通圏全体

を見据えた地域公共交通ネットワークの形成、利便性の向上と需要の創出、運転者不足、車両の老朽化、

自動運転及び高齢者の移動手段への対応を挙げ、そのために、効率性・生産性向上のための各主体の実行

力及び意識の向上が必要であると提示しています。具体的には、交通事業者は経営力の強化、地方公共団

体は交通政策への取組強化、地元住民は意識改革と主体的な取組、国は各主体の後押し、実行力向上の推

進及び環境整備を行うべきだと提言しています。 

今後は、本提言を踏まえて具体的な方策を検討し、着実に取組を進めてまいります。 

 

懇談会についての詳細は、以下の URL をご覧ください。 

http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/transport/sosei_transport_tk_000062.html 

 

  

 

地域公共交通の活性化及び再生の将来像を考える懇談会の提言を公表しました。 

（総合政策局 公共交通政策部 交通計画課） 



 
 
 

 

地域公共交通を活性化・再生するための今後の方向性

地域公共交通ネットワークの形成のあり方

交通圏全体を見据えた再構築
将来的な地域ビジョンを明確にしながら、交通圏全体を見据えた地域公共交通ネットワークの検証・再構築が必要。需要動向を見据えた上でふさわしい交通モードの
選択を図ることが重要であるとともに、利便性と効率性のバランスを見つつ持続可能性の向上を図る必要。土地利用などコンパクトシティへの取組を支えつつ、誘導する
必要。

地域の実情にあったネットワークの形成
路線が果たすべき役割を明確にし、地域の実情にあわせて路線の強化、需要に応じた運行形態、輸送力や運行頻度の設定やその他きめこまやかな地域内交通サー
ビスの提供を行う必要。また、乗り継ぎ時の利便性とわかりやすさの確保が重要。

効率的で生産性の高い地域公共交通ネットワークの形成
重複する路線の設定のような非効率が生じないよう、ネットワーク全体での利便性と効率性の向上を図る必要。スクールバス等の一体化も必要。

公共交通の利便性の向上、需要の創出

情報提供の向上による利便性向上
経路検索等の全国網羅的な情報提供の実現とともに、地域の公共交通マップ等の地域の情報提供の充実を促進する必要。

施設・設備の改善による利便性向上
病院やスーパー、観光施設や「道の駅」等にバス停を設置したり、上屋やベンチを整備することにより、快適な待合環境を実現する必要。

データの収集、共有、分析、活用
様々な手法を活用して旅客の移動データを収集、共有するとともに、データを活用して運行や経営の改善に役立てる必要。

地元需要の拡大
地域公共交通の潜在的な利用者や確実な需要が見込まれる層の取り込みが必要。

域外からの旅客の誘致
観光資源を活用した需要創出のため、公共交通を利用した観光ルートの情報提供が必要。

地域に密着したサービスの提供による多角化（「生活総合サービス」化）
旅客運送と併せて実施可能な様々なサービスを提供する「生活総合サービス」化や、貨客混載が重要。

運転者不足、車両の老朽化、自動運転、高齢者の移動手段

運転者確保のための取組
福利厚生面も含めた待遇改善、短時間勤務制度の導入、女性の活用など志望者・採用者増加に向けた取組のほか、限られた人的資源を有効に活用するため
の貨客混載やスクールバス等の一体化。

車両更新促進や新たな車両の開発普及のための取組
地方公共団体による車両の保有（上下分離）の促進、利用者のニーズに合致した新たな車両の開発・普及。

自動運転への対応
市街地や過疎地、観光地等の地域特性に応じた自動運転の実証実験を通じて、持続可能なビジネスモデルの検討。

高齢者の移動手段の確保
網形成計画を策定する際に高齢者の移動手段の確保に留意。
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